別紙様式第２－５号
平成○○年度　水田農業構造改革交付金産地づくり計画書
○○地域水田農業推進協議会
１　共通事項
【　略　】
２　産地づくり事業、稲作構造改革促進事業、担い手集積加算事業及び産地づくり特別加算事業
(1) 総括表
【　略　】
(2) 使途ごとの活用計画
【　略　】
  (3) 産地づくり事業、稲作構造改革促進事業、担い手集積加算事業及び産地づくり特別
    加算事業の内容等
【　略　】
３　新需給調整システム定着交付金助成事業
(1) 総括表                                                 
	使途の区分
及び使途の名称
	作目等区分
	員数
	単価
	金額
（円）
	備考

	１　大幅な超過達成に関する使途
２　地域振興作物に関する使途
３ 　その他意欲的な生産調整に関する使途
	加工用米
	○○俵
	3,400円/俵
	○○，○○○
	

	
	合　計
	
	
	○○，○○○
	


(2)使途ごとの内容
	使途の名称
	その他意欲的な生産調整の取組に関する使途

	作物等区分
	加工用米

	具体的内容
	　加工用米実需者団体等との出荷契約に基づき出荷された加工用米であり、助成要件に適合する取組を行う農業者等に対する助成を実施する。

	効果
	　転作作物が作付けが難しい水田地帯において、米の生産調整を推進する上で有効である。

	助成の要件
	○　交付対象者

・　地域協議会から生産調整実施者の確認を受けた者であり、かつ、集荷円滑化対策の生産者拠出金を納付している者。

・　法人格を有しない生産集団に交付する場合にあっては当該生産集団の構成員全員の水稲作付面積（米穀の生産調整実施要領第３に定める生産数量目標の外数として扱う米穀に係る水稲の作付けを行う面積を除く。）の合計が当該構成員全員に通知された生産数量目標の面積換算値の合計を上回っておらず、かつ、当該構成員全員が集荷円滑化対策の生産者拠出金を納付している者であることとする。

・　生産数量目標の面積換算値の通知を受けていないため、生産調整実施者の確認を受けていない者であっても、水稲の作付け（米穀の生産調整実施要領第３に定める生産数量目標の外数として扱う米穀に係る水稲の作付けを除く。）を行っていないことが確認された場合には、助成対象となり得る。

・　集荷円滑化対策の生産者拠出金を納付していない者であっても、水稲の作付け（米穀の生産調整実施要領第３に定める生産数量目標の外数として扱う米穀に係る水稲の作付けを除く。）を行っていないことが確認された場合又は集荷円滑化対策実施要領（平成１６年４月１日付け１５総食第８２８号農林水産省総合食料局長通知）第１の２の(2)の規定により水稲作付面積の控除を行った結果、生産者拠出金が０円となる場合には、助成対象となり得る。

○　助成要件

・　加工用米実需者団体等に対し、加工用米流通契約に基づき売り渡される米であること。

・　地域協議会助成事業の交付金の交付対象が加工用米であった場合も重複して交付できるものとする。

	確認方法
	○　生産調整実施者の確認

　地域協議会による現地確認、農業共済組合から提供された情報

○　集荷円滑化対策に係る拠出の確認

　東海農政局から提供された情報

○　加工用米の確認

　加工用米流通契約に基づく出荷状況

	助成水準
（助成額の算定方法）
	玄米６０ｋｇ当たり３，４００円以内

	単価調整の方法
	愛知県水田農業構造改革事業推進協議会において、各地域協議会からの交付申請額の合計が、国からの交付額を上回る場合は、交付申請額の合計額が国からの交付額以内となるよう、助成単価の調整を行う。

                           219,221千円

	
	助成単価＝3,400 ×
	

	
	「大幅な超過達成に関する使途」、「地域振興作物に関する使途」、「飼料用米に関する使途」及び「その他意欲的な生産調整の取組に関する使途」の申請額の合計


記載例１








